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政府・財界が求める労基法「改正」とは何か 

～新労基研報告書から探る』 

 労働法制中央連絡会が4.25学習会 

  緒方桂子教授の講演に100人超が参加        

 

4月25日、労働法制中央連絡会は「労基研の

報告書の狙いと危険性」「労組として議論すべ

き課題はなにか」を学ぼうと学習会を開催した。

講師に南山大学教授の緒方桂子氏（労働総研理

事）を迎え、『政府・財界が求める労基法「改

正」とは何か ∼労基研報告書から探る』と題

して講演いただいた。オンラインで100人を超

えるなかまが参加した。 

緒方先生のお話しは、①「労働基準関係法制

研究会（2025労基研・労基研）」とは何か」、

②労基研における検討の柱、③「労働者」概念

が、いま、なぜ問題になっているのか、④法定

基準の「調整・代替」？ 「労使コミュニケー

ション」？ ⑤労働時間規制について、⑥議論

されていないけれど、労働の最低基準として重

要だと思うこと、以上６本の柱。 

「人たるに値する生活」を対抗軸に 

さいごに緒方氏は参加者に向かって、労働組

合として働き方を支えるスタンス、労基法解体

の動きに対抗する軸は、「人たるに値する生活

の形について議論することではないか。政府・

財界は、『調整・代替』で長時間労働を広げよ

うとしているが、家族はどうなるのか、自分の

将来はどうなるのか?などの視点が必要で、労

組として人生の豊かさなどについて議論する場 

 

があればもっと強い力になるのではないか」と、

示唆に富んだ方向性を投げかけた。 

緒方桂子氏の講演の概要について、別載「中

連ニュース」を参照。緒方氏の講演動画は 

YouTube で限定公開している。希望する方は、

全労連までメールでご連絡を。 

※全労連政策グループ wage@zenroren.gr.jp 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 

＜ 添付ファイルの紹介 ＞ 
◆中央連絡会News 20250512 

◆労政審・労働条件分科会／委員一覧 

 

中央連絡会の活動・討論 

労働法制中央連絡会（中央連絡会・中連）は

５月１６日に第６回事務局団体会議を開いた。

中連は今年に入って、いよいよ始まっている労

政審・公労使の議論を傍聴・収集し、分析・評

価を行なっている。また労働時間規制の署名行

動、街頭宣伝・学習会の開催、学習資材の提供

に奮闘している。 

５月の中連・事務局団体会議のポイントを紹

介する。 

１）３月２７日の労政審・労働条件分科会                              

厚労省が実施した「労働時間制度等に関する

実態調査」の結果（全文130頁）が、労政審の

労働条件分科会で発表された。厚労省事務局の

「３６協定を締結していない事業所が４２％あ

る」との説明に疑問・不信が噴き出した。 

時間外・休日労働時間の上限規制、労働時間

の情報開示、法定労働時間週44時間の特例措置、

テレワーク等の柔軟な働き方、管理監督者、上

限・開示・インターバル制度、44時間特例など

がとりあげられている。 

 

２）労働時間短縮求める署名のとりくみ 

◆長時間労働の根絶・労働時間短縮を求める 

要請書（個人・一言要求）            

 

No.419 
2025年５月号 

 （2025 年５月３１日発行）  

mailto:wage@zenroren.gr.jp
https://rodosoken-my.sharepoint.com/personal/rodo-soken1215_rodosoken_onmicrosoft_com/Documents/労働総研ニュース/№419（2025年5月号）/20250512号　労働法制中央連絡会NEWS.pdf
https://drive.google.com/file/d/1MFpP7TzmEU1iP8TR9QfUFZj4XmTm8YWn/view?usp=drive_link
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◆長時間労働の根絶・労働時間短縮を求める 

要請書（団体）            

  すでに提起している上記の署名を大いに広 

げ、労政審の動きをみながら、厚生労働省に 

６月と９月に提出予定を立て、さらにとりく 

みを広げる。 

 

   基礎知識    

 

労働基準関係法制研究会（労基研）は、2023

年の「新しい時代の働き方に関する研究会」の

提言をもとに、労働基準法の長期的な方向性や、

働き方改革関連法にもとづく具体的な見直しを

進めることを目的としている。同研究会での議

論を2025年1月8日に「労働基準関係法制研究会

報告書」がまとめた。この報告書の中身が労働

政策審議会に受け継がれ、労基法の解体とも言

える大改悪を進めようとしている。 

厚生労働省労働政策審議会（労政審）には、

所管や審議事項の性質別に7つの分科会とその

もとに16の部会が置かれている。 

１）労働条件分科会／労災保険部会 ・最低

賃金部会 ・有期雇用特別部会 

２）安全衛生分科会／じん肺部会 

３）職業安定分科会／雇用対策基本問題会 

 ・雇用保険部会 ・労働力需給制度部会 

・高年齢者有期雇用特別部会 ・家内労働 

部会 

・同一労働同一賃金部会 

４）障害者雇用分科会 

５）雇用環境・均等分科会／家内労働部会 

     ・同一労働同一賃金部会 

６）勤労者生活分科会／中小企業退職金共済

部会 

７）人材開発分科会／監理団体審査部会 

 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 

    プロジェクトの活動報告    

 

＜研究所プロジェクト＞ 

研究所プロジェクトは、中澤秀一、小澤 薫、

村上英吾の３人で、中小企業の経営者を対象に、

最賃引き上げや物価上昇の影響、価格転嫁状況、

公的支援策の利用の有無、必要な支援策につい

て、以下のように聞き取りを実施した。 

4月21日：八王子の精密部品加工企業 

5月10日：新潟県の建築業者 

 

5月11日：新潟県の仮設・鳶工事業者 

次年度も引き続きを実施する予定。 

 

    研究部会の活動報告     

 

＜労働政治研究部会＞ 

労働政治研究部会は、2025年5月19日15時よ

り18時まで、専修大学神田校舎にて第３回研究

会を行った。 

 第３回研究会では、緒方桂子研究員（南山大

学教授）による「2025労基研報告を読む」と題

した報告が行われ、厚生労働省の下に設けられ

た労働基準関係法制研究会が2025年1月8日に公

表した報告書について詳細な分析と報告書がは

らむ危険性についての指摘がなされた。その後、

同報告書で展開された「労使コミュニケーショ

ン」論のもつ危うさ、労働組合として過半数代

表制をどのように考えるべきか、通算労働時間

が法定労働時間を越えた場合の割増賃金支払い

義務撤廃の問題にどのように取り組むべきか、

といった問題を中心に議論が行われた。 

 

＜中小企業問題研究部会＞ 

中小企業問題研究部会は以下のような内容で開

催した。 

開催日時 2025年5月19日(月)18:00～20:00 

於：全労連会館 

参加者数 9人（内オンライン1人） 

＜報告テーマと報告者＞ 

1．松丸和夫（部会責任者・労働総研代表理

事） 

テーマ：今次下請改正法の意義と課題   

2．宮津友多（全商連・商工研究所） 

テーマ①：「下請事業者の価格転嫁・価格

（単価）交渉緊急アンケート」 

テーマ②：対政府要請の内容について 

3．斉藤一隆（中同協）  

テーマ：中小企業家同友会の政策提言活動

について 

＜主な討論内容＞ 

本年5月に成立した下請二法の改正の概要と

今後の運動課題について3人の報告を受けて、

意見交換をした。松丸報告では、昨年末の公取

「企業取引研究会報告書」で出された法改正の

方向性を確認し、この度の改正の内容の概要を

取り上げた。 

下請法（下請代金支払遅延等防止法）改正で

は、①協議を適切に行わない代金額の決定の禁 

https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/other-roudou_558547_00021.html
https://www.mhlw.go.jp/content/11402000/001370269.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/11402000/001370269.pdf
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8A%B4%E5%83%8D%E6%9D%A1%E4%BB%B6
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8A%B4%E7%81%BD%E4%BF%9D%E9%99%BA
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%9C%80%E4%BD%8E%E8%B3%83%E9%87%91
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%9C%80%E4%BD%8E%E8%B3%83%E9%87%91
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%9C%89%E6%9C%9F%E9%9B%87%E7%94%A8
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%9B%87%E7%94%A8%E4%BF%9D%E9%99%BA
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%90%8C%E4%B8%80%E5%8A%B4%E5%83%8D%E5%90%8C%E4%B8%80%E8%B3%83%E9%87%91
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%B8%AD%E5%B0%8F%E4%BC%81%E6%A5%AD%E9%80%80%E8%81%B7%E9%87%91%E5%85%B1%E6%B8%88
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%B8%AD%E5%B0%8F%E4%BC%81%E6%A5%AD%E9%80%80%E8%81%B7%E9%87%91%E5%85%B1%E6%B8%88
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止、②手形払い等の禁止③新たに運送委託の対 

象取引きへの追加④これまでなかった従業員基 

準の追加⑤行政による面的執行の強化⑥「下請」

等の用語見直し（親事業者→委託事業者、下請

事業者→中小受託事業者等）その他について説

明した。下請振興法の改正については、法律名

称を「受託中小企業振興法」とあらため、①サ

プライチェーン多段階での振興事業計画の位置

付け②国・地方公共団体の責務規定の新設③主

務大臣の権限強化④適用対象の追加（下請法改

正と同様）⑤「下請」という用語の置き換えに

ついて説明した。その上で、公正取引実現に向

けた今後の政策・運動課題について見解を述べ

た。 

宮津報告では、全商連が実施した「下請事業

者の価格転嫁・価格（単価）交渉緊急アンケー

ト」の分析結果に基づき詳細な報告がなされた。 

斉藤報告では、中同協のDOT調査、経営実態

アンケート結果が紹介され、価格転嫁と公正取

引に関する会員の意見・要望および毎年出され

ている「国の政策に対する中小企業の重点要

望・提言」が紹介された。 

 

＜女性労働研究部会＞ 

女性労働研究部会は、2025年５月８日午後

14:30～17:00まで全労連会館にて開催された。 

 全労連の25春闘「あらゆるハラスメントと女

性や性的マイノリティ差別の根絶をめざすキャ

ンペーン」について高木りつさん（全労連副議

長）が報告した。 

25年の通常国会で女性活躍推進法改正とハラ

スメント対策の強化について法改正が審議され

ること、職場のハラスメントについての労働相

談件数が増加し、卑劣な実態が明らかになって

いることから、国際水準に則って各職場の人権

意識を高め、あらゆる暴力及びハラスメントと

差別を撤廃することをめざすとりくみである。 

「学習資材」として、「女性活躍推進法改正

とハラスメント対策の強化についての見解」、

「ILO第190号『仕事の世界における暴力及びハ

ラスメントの撤廃に関する条約』批准を求める

請願署名（職場・地域での学習用に浅倉むつ子

氏や署名キックオフ集会での角田由紀子氏の講

演の動画もYouTubeで配信）」、「全労連版ジ

ェンダーギャップ・チェック表（各10項目の具

体的な設問で、職場check・組合check・男性の

みの職場編・家庭編あり）」、「特権への無自 

覚を可視化するワークシート」を作成し、各職 

 

場・組合での対話と学びあいを提起し、性別等

にかかわらず、すべての労働者が働き続けられ

る職場環境を整えることを求めた。署名提出集

会を開催し、初のＸデモ「#ジェンダー平等

へ」・第２弾Ｘデモ「#ハラスメント禁止法を

つくれ！」はこれまでつながりのなかった仲間

へと広がった。職場でのハラスメント防止策と

して「性的同意と第三者介入を学ぶ学習キット」

を活用した「第三者介入ワークショップ」を各

職場で定期的に設定することを提起した。「ジ

ェンダー平等宣言」の各組合での採択、組合役

員等への女性参加比率の引き上げのとりくみ等

も強化している。全労連も賛同し、民放労連・

MICが呼びかけた「今しかない！メディアは

“オールドボーイズクラブ”からの脱却を！は

じめの一歩として女性役員を3割にすることを

求めます」の署名は1か月で2万5000筆超となり、

在京キイ局5局と民放連に提出・懇談し、フジ

テレビでは「取締役の女性比率3割以上」が実

現した。 

 全労連がこうした様々な「学習資材」を準備

して、具体的にとりくみをすすめていることに

共感し、各職場で活用され、ハラスメントや差

別がない職場づくりが進む期待が語られた。 
 

 

 ５月 の 研 究 活 動  

   

５月８日 女性労働研究部会 

  19日 労働政治研究部会 

19日 中小企業問題研究部会 

27日 労働組合研究部会 

 

 ５月 の 事 務 局 日 誌  

 

５月14日 ホームページリニューアル打合せ 

  22日 事務局会議 

  23日 労働総研企画委員会 
 

 

 

 

 

 
 

 

 


